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地表面地震動の評価という観点から，動的変形特性試験を実施する土層を定量的に評価することを目的

として，規準変位指数L(i)の提案を行った．これは，一般的な地盤の非線形構成則と標準パラメータを組み

合わせた静的非線形解析を実施することで，地盤全体系の荷重－変位関係に影響の大きな層を特定するも

のである． 
提案手法の妥当性を確認するため，多様な地盤に対して規準変位指数L(i)の評価を行った．その結果，

L(i)の大きな土層の非線形特性が変化した場合，地盤応答解析によって得られる地表面地震動が大きく変化

することを確認した．本手法は入力に依存せず安定した解を求められるとともに，N値，土質区分といっ

た簡易な情報のみから評価可能であり，現場における繰り返し三軸試験の要否を定量的に評価する指標と

して有効である． 

 

     Key Words : test of dynamic soil properties, strength of a whole ground, reference displacement, ref-
erence displacement index 

 

 

1.  はじめに 

 

橋梁や高架橋への地震作用を設定するためには，表層

地盤の挙動を適切に評価することが重要である．こうし

た中で，工学的基盤位置の地震動波形を用いて地表面位

置の地震動を評価する手法として，等価線形解析例えば1)

や逐次非線形解析などの各種地盤応答解析法とそれに用

いる非線形構成則例えば2)が多数提案され，近年では実務

設計においても頻繁に用いられるようになってきた．こ

の時に，解析精度を保障するためには解析手法や構成則

を適切に選択するだけでなく，地盤の特性値を適切に設

定する必要があり，土木構造物の設計を行う際には事前

にボーリングに代表される地盤調査を実施している． 

地盤の弾性挙動を把握するためには，層構成，速度構

造が重要なパラメータであり，これを得るために標準貫

入試験やPS検層が実施されている．さらに大規模地震

時の地盤挙動を適切に評価するためには地盤の非線形挙

動を把握する必要があり，これを得るために繰り返し三

軸試験3)や中空ねじり試験4)といった動的変形特性試験が

実施されている．ただし，この変形特性試験を全ての層

で実施することは現実的ではなく，何らかの判断に基づ

いて試験を実施する層を選択し，その他の地層において

はこの結果を準用するか，過去に実施された試験結果を

取りまとめた標準的なパラメータ例えば5)を用いているも

のと考えられる．変形特性試験を実施する層の選択方法

としては，高有機質土や火山灰質細粒土，液状化層など

の特殊な非線形挙動をする可能性の高い地層の存在が予

めわかっている場合（以下，特殊地盤とする）には，こ

の土層で試料採取，試験を実施することで，地震動の予

測精度は飛躍的に向上すると考えられる．一方で，例え

ば粘性土や砂質土といった一般的な土質の互層が連続す

るような地盤においては，試験を実施する個所を適切に

選択する方法は存在せず，現状は熟練した技術者の判断

等によって対象層を選択しているものと思われる． 

そこで本検討では，このような通常地盤が堆積する地

点において，大規模地震時の地表面地震動の評価という

観点から，動的変形特性試験を実施する土層を定量的に

評価する手法について検討を行う．提案する手法は，一
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般的な地盤の非線形構成則と標準パラメータを組み合わ

せた静的非線形解析6)を繰り返し実施することで，地盤

全体系の荷重－変位関係に影響の大きな層を特定するも

のである． 

 

 

2. 試験を実施する土層の定量的評価法 

 

地盤全体系を対象とした静的非線形解析6)を実施する

ことで，地盤全体系の剛性低下率G/G0～地表面変位関
係，減衰h～地表面変位関係が得られる．さらにこの

G/G0～関係，h～関係を満足する等価1自由度モデルに

よる動的解析を実施することで，地表面地震動が適切に

評価できることを確認している．また，地盤全体系の剛

性Gが初期剛性G0の半分になる時の地表面変位（これを

規準変位rと定義する）でG～曲線を正規化すると，地

盤の層構成や土質区分，周期特性によらず，G/G0～/r

関係，h～/r関係は概ね同一の特性を示すことも指摘さ

れている． 

これより，規準変位rを適切に評価できれば，地盤全

体系の荷重－変位関係が適切に評価できることになり，

この結果を用いることで，地表面位置の地震動を精度よ

く推定できると言える．そのため，通常の砂質土や粘性

土が互層になっているような地盤においても，この規準

変位rに大きな影響を与える土層を特定することができ

れば，この層を対象に動的変形特性試験を実施すればよ

いと考えられる．そこで，以下の手順に従って，動的変

形特性試験を実施する土層を定量的に抽出する手法を提

案する． 

(1) 現地で標準貫入試験やPS検層を実施し，対象地点の

深度，せん断弾性波速度Vs，土質区分（砂質土や粘

性土など），N値等の情報を整理する．これと同時

に，一定間隔（ex. 1m間隔）で要素のサンプリングを

実施しておく． 

(2) 各層に与える非線形の構成則例えば7)を決定するととも

に，標準的な非線形パラメータ例えば8)を設定する． 

(3) 上記(2)の地盤に対して静的非線形解析を実施し，標

準的な非線形パラメータを使用した場合の規準変位

r
0を算定する． 

(4) 上記(2)の地盤の第i層目の土層に設定している規準ひ

ずみr
(i)に微小な値（dr

(i)）を加える． 

(5) 上記(4)の地盤に対して静的非線形解析を実施し，規

準変位r
(i)を算定する．この時の規準変位の増分

（dr
(i) =r

(i)-r
0）を算定し，次式により第i層が規準変

位に与える影響L(i)（これを規準変位指数と定義す

る）を評価する． 
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      (1) 

ここで，(i)は各地盤の非線形特性のバラツキの大き

さを表しており，既往の土質試験結果を統計的に整理

した結果例えば9)～11)に基づいて設定することができる．

ただし今回の試算では，この(i)は土質区分によらず

全て1.0として検討を行う． 

(6) 規準ひずみに微小な値を加える対象層iを変更し，上

記(4)～(5)を繰り返し実施する．最終的に規準変位指

数L(i)が相対的に大きな土層を抽出し，この土層が動

的変形特性試験を実施する箇所として選定される． 

なお上記(1)において，各深さ位置でサンプリングを

行うとしているのは，試料採取を多数実施する際に要す

るコストが，室内試験の実施に要するコストと比較して

大幅に小さいと考え，予め全層で試料採取を実施してい

る．ただし現地での作業工程として，まず標準貫入試験

を実施し，その後サンプリングを行うような場合には，

標準貫入試験で得られたデータを基に上記(6)までの作

業を行った後にサンプリング箇所を選択することにより，

さらなるコスト低減も期待できる． 

またこの方法は前述したように，地盤全体系の荷重－

変位関係に大きな影響を与える土層を特定し，この土層

に対して変形特性試験を実施することで，より精度の高

い荷重－変位関係を評価することを目的としたものであ

る．仮に特殊地盤においても標準的な非線形特性と，そ

のバラツキが評価できていれば，(i)を適切に設定する

ことで，提案法により特殊な土層において試験を実施す

る重要性を定量的に評価できると考えられる．そのため，

本手法の適用範囲は，一般的な地盤だけに限らず，特殊

な土層を含む地盤に対しても適用可能であると考えられ

る．また提案手法は，入力地震動に依存せず安定して得

られる指標であるという特徴も有している． 

 

 

3. 提案手法の有効性の検証 

 

(1) 対象地盤，計算条件 

提案した手法を多数の実地盤に対して適用することで，

各層の規準変位指数L(i)を算定するとともに，L(i)の大きな

土層を抽出する．続いて，各層の非線形特性を変化させ

た地盤応答解析を実施することで，地表面応答の変化を

整理し，提案した指標を用いて試験実施層を決定するこ

との妥当性を確認する． 

検討対象とした地盤は，多様な地層構成を有する60地

盤とする．これらの地盤12)は，鉄道構造物の地表面設計

地震動13)を評価する際などにも用いられている地盤であ

り，固有周期は0.1～1.7秒と幅広い条件を有している．
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また，層構成としても様々であり，上層に行くほど剛性

が徐々に小さくなるものや，中間部に弱層を有するもの

等，それぞれが多様な構成をしている．各地盤における

各層の非線形特性は，GHE-Sモデル7)によって表現して

おり，砂質土や粘性土等の土質区分や拘束圧の違いによ

って各層に与える非線形パラメータは変化している8)．

また今回は，液状化の影響は無視することとし，全地盤

において全応力解析を実施する． 

今回扱う地盤は，当然のようにひずみレベルによって

剛性が非線形に変化する．そのため，式(1)に基づいてL(i)

を算定する際に各層に与える規準ひずみの変動dr
(i)の条

件によって，最終的に得られるL(i)の値が変化することが

考えられる．本検討では，初期条件として設定した規準

ひずみr
(i)の1%の値をそれぞれ付与した．なお，この値

を例えば0.1%のように，1%よりも小さく変化させた場

合においても，最終的な結果にほとんど影響がないこと

は確認済である．そのためdr
(i)を算定する際には，r

(i)の

1%程度の値を用いれば十分であると言える．この全60

地盤に対して提案手法を適用し，各層の規準変位指数L(i)

を算定することで，動的変形特性試験を実施すべき土層

の抽出を行う． 

 

(2) 規準変位指数L(i)の評価結果 

上記(1)で得られた結果のうち，5地盤によるL(i)の算定

結果を図-1～図-5の各図(b)に示す．なお，各地盤の速度，

土質構成は，図-1～図-5の各図(a)に示している． 

これらの結果を見ると，例えば図-1の地盤Aでは深さ

8m位置，図-3の地盤Cでは深さ14m位置で規準変位指数

L(i)が最大となっている．そのため，この位置の非線形特

性の変化が地盤全体系の荷重－変位関係，地表面位置の

地震動に与える影響が大きいと考えられるため，動的変

形特性試験によって適切な非線形特性を把握する箇所で

あると判定することができる． 

抽出された土層の位置づけをもう少し詳細に見ると，

まず図-2の地盤Bなどでは速度構成，土質区分が急激に

変化する位置においてL(i)が大きくなっており，土層構成 
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図-5 L(i)の評価結果（地盤E (Tg=1.02s)） 

 

のみから直感的に試験を実施すべきと判断できる層が抽

出されている．一方で地盤Aや図-4の地盤Dでは，速度

構造，土質分類が変化する箇所はL(i)が大きくなる土層以

外にも存在している．特に地盤Cでは，速度構成がなだ

らかに変化しているとともに，砂質土，粘性土の互層に

なっており，L(i)が大きな層で試験を実施するという判断

を土層構成のみから行うことは困難であると考えられる． 

また図-5の地盤Eでは，L(i)が特徴的に大きくなる土層
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は存在せず，深度20～40m程度において連続してL(i)が多

少増加する程度である．一方で図-5の土層構成を見ると，

深度20～40m程度の地盤は同一層とみなすことができる

ため，例えば深度30m位置で試験を実施し，この結果を

20~40mの範囲の土層において適用できると考えられ，

この位置で試験を実施することで地盤全体系の荷重－変

位関係の信頼性を効率的に高めることができると期待さ

れる．そのため，L(i)が局所的に大きくなる地層が存在し

ない場合においても，土層構成等の情報を組み合わせる

ことで，試験を実施する層を選択する際の大きな手掛か

りとして今回の結果を活用することができる． 

 

(3) 地盤応答解析に基づく検証 

提案法によって抽出した土層で試験を実施することの

妥当性を，地盤応答解析に基づいて検証する．検討の方

法としては，全層に標準的なパラメータを設定した場合

と各層の地盤を線形弾性体（r
(i)=∞）に変更した場合に

対してそれぞれ地盤応答解析を実施し，両者での地表面

地震動の変化を評価することで，L(i)の大きな層の非線形

特性を変化させた場合に地表面地震動が大きく変動する

ことを確認する． 

検討に用いる入力地震動は鉄道構造物の耐震設計に用

いられるL2地震動スペクトルII（G1地盤）13)とした．な

お，地盤は1次元の多層モデルで表現することとし，最

下層には基盤条件（Vs=400m/s, =20kN/m3）を表現する粘

性境界を設置した．また，各層の非線形特性を変化させ

た場合の地表面地震動の変化を次式で評価した． 
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        (2) 

ここで，PGA, PGV, PGDはそれぞれ地表面地震動の絶対

加速度，相対速度，相対変位の最大値をあらわし，上付

きの0は全層に標準的な非線形特性を設定した場合の結

果，上付きの(i)は第i層を線形弾性体とした場合の結果

を示している． 

以上の条件に基づき，各層を線形とした場合の地表面

応答の変化を評価した結果を図-1～図-5の各図(c)～(e)に

示す．これらの結果より，規準変位指数L(i)の大きな層の

非線形特性の変化が地表面位置の最大値，特に加速度と

変位に与える影響が大きいことが分かる．具体的には，

L(i)の大きな層を線形弾性体とすることで，最大加速度が

大きく，最大変位が小さくなっている．前述したように，

地盤Aや地盤D，特に地盤Cでは土層構成のみから地表

面応答に影響の大きな層を決定することは困難であると

考えられるが，提案手法によって抽出されたL(i)の大きな

層が，地表面応答に大きな影響を及ぼしていることが確

認できる．一方でL(i)が特徴的に大きくなる層が存在しな

かった地盤Eでは，各層の非線形特性が局所的に変化し

た場合にもR(i)はそれほど変化しておらず，規準変位指

数の評価結果と調和的な結果となっている． 

さらに地盤Aにおいて，L(i)の小さな層（GL-3m）とL(i)

の大きな層（GL-8m）をそれぞれ線形弾性体とした場合

の地表面地震動波形，応答スペクトルを全層で非線形と

した場合と比較した結果を図-6に示す．これより，GL-

3m位置の土層の物性の変化は地表面地震動にほとんど

影響がなく，時刻歴波形，応答スペクトルとも全層非線

形とした場合とほぼ同一の値を示している．一方で，

GL-8mの要素を線形とすると，地表面波形，応答スペク

トルに大きな変化が表れており，この箇所の非線形特性

の設定が地表面地震動を適切に評価する上で重要である

ことが確認できる． 
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図-6 地表面地震動の評価結果（地盤A） 
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以上の結果より，本手法によって評価されたL(i)の大き

な箇所で動的変形特性試験を実施することで，信頼性の

高い地表面地震動を効率的に評価可能となることが確認

された． 

 

(4) 規準変位指数L(i)と地表面地震動の関係 

続いて，規準変位指数L(i)と式(2)によって得られるR(i)の

関係をまとめて図-7（図-1～図-5で示した5地盤の結果），

図-8（全60地盤の結果の重ね書き）に示す．この結果か

らも，L(i)の大きな地層，地盤で地表面地震動の変化が大

きくなっていることが確認でき，提案した手法によって

試験実施層を抽出することの妥当性が確認できる．また，

L(i)とPGAは正の相関，L(i)とPGDは負の相関がみられ，L(i)

の大きな層を線形（r
(i)=∞）とした場合に，地盤全体系

の強度が顕著に大きくなり，非線形挙動の程度が小さく

なった影響が反映された結果となっていることも確認で

きる．またPGVについてはL(i)の大きさとの相関がそれほ

ど見られず，最大速度については地盤の非線形挙動の影

響が小さいという過去の知見例えば14)と調和的な傾向を示

している． 
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(d) 地盤D           (e) 地盤E 

図-7 L(i)とR(i)の関係（図-1～図-5で示した 5地盤の結果） 
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図-8 L(i)とR(i)の関係（全 60地盤の総括） 
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また今回対象とした地震動においては，L(i)が0.3程度

より大きくなると地表面地震動に与える影響も比較的大

きくなっていることが分かる．そのため，現場において

規準変位指数L(i)を算出し，ある値（例えばL(i)=0.3）を上

回っているかどうかを判定することにより，室内試験実

施の必要性，有効性について判断する，という活用も可

能であると考えられる． 

 
 
4. まとめ 

 

本検討では，粘性土と砂質土の互層が連続するような

一般的な地盤において，地表面地震動の評価という観点

から，動的変形特性試験を実施する土層を適切に評価す

る手法を構築することを目的として，規準変位指数L(i)の

提案を行った．これは，一般的な地盤の非線形構成則と

標準パラメータを組み合わせた静的非線形解析を繰り返

し実施することで，地盤全体系の荷重－変位関係に影響

の大きな層を特定するものである． 

提案手法の有効性を確認するために，多様な層構成を

有する地盤に対する試算を実施した．その結果，土層構

成のみでは試験実施の必要性を判定することが困難な地

盤においても規準変位指数L(i)が大きくなる場合があるこ

と，このような地盤においてもL(i)の大きな土層における

非線形特性が変化した場合に地盤応答解析によって得ら

れる地表面地震動が大きく変化することを確認した． 

今回提案した規準変位指数L(i)は，入力地震動に依存し

ない形で定義されており，一意に安定した解を求めるこ

とができる．また規準変位指数L(i)の評価に必要なパラメ

ータは，速度構造と土質区分程度であるため，試験実施

層を現場において定量的に特定する一つの指標として有

効であると考えられる． 
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QUANTITATIVE EVALUATION TO DETERMINE THE LAYER TO 

CONDUCT DYNAMIC SOIL PROPERTIES TEST FOR SEISMIC DESIGN 
 

Kimitoshi SAKAI, Kyohei UEDA and Taro ISHIKAWA 
 

In this research, reference displacement index L(i) is proposed to determine the layer quantitatively 
where  the dynamic soil properties test is needed for seismic design.  In the proposed method, the nonlin-
ear static analysis was conducted repeatedly by using a general non-linear constitutive law and standard 
parameters of soils. The index L(i) was calculated for each stratum that represents the contribution of the 
layer to the total force-displacement behavior of the soil deposit. The dominant soil layer will be then de-
termined by comparing the indices each other, and it is actually a location where the soil properties 
should be carefully investigated.   In order to evaluate the efficacy of the method, the index L(i) were eval-
uated for many soil deposits with various stratum properties.  It was confirmed that the surface ground 
motion was significantly affected by the properties of a soil layer whose index L(i) was relatively higher.  
The proposed method is advantageous over traditional methods in the aspect that it gives the stable results 
independent of the earthquake motion. In addition, L(i) could be calculated even if only a limited infor-
mation is available, such as N-value and soil classification. It follows that this method provides the quan-
titative measure to select the layer that in-situ dynamic soil properties test is required 
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